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国土交通省 
 

【自動車局（バス関係）】 

 

１．安全・安心なバス事業の確立について 

（１）厚生労働省が 2020年に実施した自動車運転者を使用する事業場に対する監督指

導状況によれば、バスの監督実施事業場数に対する労働基準関係法令違反事業場

数の比率は 69.2％(前年は 76.8％)、同じく改善基準告示違反事業場数は 40.9％

(前年は 50.0％)となっており、依然として高止まりの状態にある。 

国土交通省は、自動車運転者の労働条件の改善を図るため、監督等の結果を労

働基準監督機関と相互に通報するとともに、合同監督・監査を行っているが、さ

らに体制を強化し、コンプライアンス違反を繰り返す悪質事業者に対する罰則を

強化されたい。 

（２）2016年 12月に改正道路運送法が成立し、貸切バス事業許可の更新制等が導入さ

れたが、参入段階での規制強化を図るとともに、事業許可の更新制を厳格に運用

することによって、悪質な事業者を排除し、貸切バス事業の正常化に努められた

い。 

（３）貸切バスにおける過度な手数料による実質的な下限割れについては、運賃の割

戻しとして行政処分の対象となったことを踏まえ、厳格な対応をされたい。 

（４）デジタルタコグラフ等の機器の設置と一定期間ごとにデータの提出を全事業者

に義務付ける電子監査および設置に対する補助制度を拡充されたい。 

（５）バスの事故防止のためにもバス運転士の健康維持は重要な課題である。2018 年

２月に「自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドライン」、2019年７月に

「自動車運送事業者における心臓・大血管疾患対策ガイドライン」が策定された

が、事業者にはスクリーニング検査費用の負担が大きく、普及していない。現在

の普及状況等について明らかにされるとともに、脳ＭＲＩ検査を含むスクリーニ

ング検査の受診に対する助成措置を創設されたい。 

   併せて、「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）」についても、同様に検査費用および受

診に対する助成を行われたい。 

 

２．バス運転者の確保・育成について 

（１）バス運転者の確保については、長時間労働であるにも関わらず、年間所得で全

産業平均より約２割低いという実態を改善しない限り、真の解決はありえない。
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バス運転者という職業の価値に見合った賃金という意味では、まずは全産業平均

並みの賃金に到達することが肝要であり、国には改正交通政策基本法に新たに明

記された「労働条件の改善への支援」を着実に講ずる責務がある。 

   国土交通省は、「一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認可に関

する処理方針」を一部改正し、乗合バス運転者の賃金改善が適切に反映できるよ

う、運賃の上限認可の基準となる人件費の算定方法について見直しを行った。算

定の基礎となる給与月額が、申請事業者の実績値と各都道府県の全産業平均給与

額との和半で算定されることは、依然として全産業平均との格差を温存するもの

である。ついては、人件費の算定の基礎となる給与月額を全産業平均賃金とされ

たい。併せて、算定基礎の全産業平均給与月額について、都道府県別とした根拠

について明らかにされたい。 

（２）女性のバス運転者の確保・育成について、設備投資を行うだけの経営体力が事

業者にないため、十分に進んでいない実態がある。ついては、女性が働きやすい

労働環境を整備する際への支援策として厚生労働省所管の両立支援等助成金制度

があるが、制度の拡充など実効性ある取り組みを省庁横断的に展開されたい。 

 

３．運賃･料金の適性収受について 

高速乗合バスは、新高速乗合バス制度への移行に際して、運賃・料金については

一定のルール化が図られたが、通年で割引適用を図るなどの例が散見される。バス

産業を持続可能な産業とするためには、値下げ競争という消耗戦から脱却し、適正

な運賃・料金を原資とする賃金等の労働条件の改善を図ることによって、魅力ある

産業とすることが不可欠である。 

ついては、事業者間の過当競争によって安全対策が損なわれることが懸念される

ことも踏まえ、あらたに「高速乗合バス運賃・料金制度検討会」(仮称)を立ち上げ、

運賃・料金の適正収受の状況について検証を行うとともに、一定の下限運賃を設定

されたい。 

 

４．地方バスの維持・活性化等について 

多数の旅行者が利用する地域の乗合バスにおいて、交通系ＩＣカードが使用でき

ない実態が未だ存在している。ついては、交通系ＩＣカードシステムが未導入の事

業者に対する支援策を講ぜられたい。 

また、地域の利用者および域外からの旅行者の利便性向上に向け、ＩＣカード(10

カード)の相互利用または片利用共通接続システムの導入に向け、財政支援措置を拡

充するとともに維持管理費用についても補助対象とされたい。 
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併せて、運賃箱を新 500 円硬貨対応に改修するためには多額の費用が発生するこ

とから、機器改修への支援措置を講じられたい。 

 

５．都市バスの利便性向上について 

バス輸送サービスの向上によりバス利用の促進、自家用車利用からの誘導を図る

ことは、道路交通の円滑化を推進する観点から重要であるが、都市部を運行するバ

スは、道路混雑により定時運行の確保が困難な状況にある。 

ついては、交通サービス利便向上促進等事業により、都市部における環境問題の

改善やバスの安全性と利便性の向上に向け、公共車両優先システムやバスロケーシ

ョンシステムの導入などＩＴシステムの高度化に要する経費に対する補助の拡充を

図られたい。 

 

６．主要駅における団体客用乗降場整備について 

東京駅をはじめ、名古屋駅などの主要な新幹線停車駅や、新宿など都心部周辺に

おける団体客利用のバス乗降場整備は十分ではなく、学生団体をはじめとする利用

者の安全確保や周辺道路の混雑緩和の面から整備が必要である。 

ついては、自治体や鉄道事業者などとの連携によって団体客利用のバス乗降が円

滑に行われるための整備を実施されたい。 

７．貸切バスの臨時営業区域の柔軟な対応について 

新型コロナウイルス感染症の影響によって、貸切バス事業者の中には急激な需要

の減少に対応するため、やむを得ず事業を縮小する業者が増加しており、観光需要

が回復した際には再び各所でバスが不足する事態が想定される。 

ついては、国内の繁忙需要に対応するため、臨時営業区域の特例措置の対象旅客

を国内旅行者にも拡大されたい。 

 

８．改善基準告示の見直しについて 

   「改善基準告示」見直しに向けて、厚生労働省の労働政策審議会労働条件分科会

自動車運転者労働時間等専門委員会で議論が開始されたが、国土交通省としても過

労運転の防止による安全運行確保および自動車運転者の人材確保の観点から、積極

的に意見を反映されたい。 
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